
目的外使用・開示禁止 東京電⼒パワーグリッド株式会社

専⽤線オンライン構築時の出⼒制御の考え⽅
東京電⼒パワーグリッド株式会社

2026/7



目的外使用・開示禁止 東京電⼒パワーグリッド株式会社 1

 2023年４⽉１⽇以降に接続検討申込みを⾏う電源は、ノンファーム型接続適用電源と
なり、出⼒制御等の指令を受信するために、出⼒制御指令用の専用線※またはインターネッ
トの通信回線および出⼒制御機能付PCS等の構築（オンライン化）が必須となります
※連系電圧が66kV以上の場合に出⼒制御指令のために構築する「専用線」を指します。調整⼒参⼊のために構築する「専用線オンライン」とは異なります。

2024/3/11第50回系統WG 資料2

ノンファーム型接続適⽤電源の出⼒制御のオンライン化について
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出⼒制御指令と調整⼒指令の実装⽅法

 2024年3⽉11⽇の系統WGにおいて、出⼒制御のオンライン化が必須となっている電源※
が余⼒活用契約を締結し、専用線オンラインにより調整⼒指令を受信する際の実装⽅法
が整理されました

 弊社エリアは、「⽅法B」を採用しております
2024/3/11第50回系統WG 資料2

※出⼒制御のオンライン化が必須となっている電源（出⼒制御機能付PCS等の設置対象一覧）は以下をご確認ください
https://www.tepco.co.jp/pg/consignment/access/outputcontrol.html
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余⼒活⽤契約の有無等による指令受信設備の実装⽅法（1/2）

2026/6/9 第６１回需給調整市場検討⼩委員会・第７８回調整⼒の
細分化及び広域調達の技術的検討に関する作業会 資料３ 一部改変

東京エリアは⽅法Bを
採⽤しております

東京エリアは⽅法Aを
採⽤しております

 調整⼒指令の通信⽅式が専用線オンラインの場合、指令受信設備の実装⽅法はエリア毎
に対応が異なりますが、東京エリアは⽅法Ｂを採⽤しております

※４下げ調整に係る余⼒活⽤契約の有無となります（上げ調整のみの場合は余⼒活⽤契約なしとなります）

※４

※４
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余⼒活⽤契約の有無等による指令受信設備の実装⽅法（2/2）

 出⼒制御においては、オンライン化が必須となる電源が余⼒活用契約（一次のみを除く）
を締結した場合でも、下げ調整⼒の契約がない場合※は非調整電源として扱われます

 別途、出⼒制御の通信回線および出⼒制御機能付PCS等の構築が必要です（⽅法A）
※需給調整市場に参加している場合も下げ調整⼒の取引が無いため、出⼒制御の通信回線および出⼒制御機能付PCS等の構築が必要

広域機関「系統の接続および利用ルールについて」 2024/7/1更新
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参考︓余⼒活⽤に関する契約

余力活用ガイド（第2版）

 2024年度以降、電源Ⅱ等の公募契約が廃止され、余⼒活用に関する契約が運用開始
されました

 余⼒活用に関する契約を締結いただいた事業者さまは、一般送配電事業者からの指令に
応じてゲートクローズ後の上げ余⼒・下げ余⼒を調整⼒として提供します

 なお、容量市場において、安定電源で調整機能を有する電源等が落札された場合は、当
該電源は余⼒活用に関する契約を締結することが容量市場の要件として求められています
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余⼒活⽤契約締結までの出⼒制御について

＜スケジュールイメージ＞
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※当社との協議等により余⼒活用契約の締結⽇が遅くなった場合はこの限りではありません
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事前審査３か月事前審査３か月 契約手続き・協議３か月契約手続き・協議３か月

 ノンファーム型接続電源等の出⼒制御のオンライン化が必須となる電源は、出⼒制御の通
信回線および出⼒制御機能付PCS等を構築後に系統連系していただきます

 専用線オンラインを構築済で、系統連系開始時に下げ調整⼒を含む余⼒活用契約を締
結する場合で、調整⼒の機能確認のために系統連系が必要な場合に限り、出⼒制御回
線および出⼒制御機能付PCS等の構築は不要です

 余⼒活用契約締結までの標準⼯程は、事前審査申込から６か⽉程度となります※ので、
事業者さまの各種試験等に係る期間を含め系統連系から７〜８カ⽉程度以内に余⼒活
用契約の締結が必要です

事業者さま試験等1〜2カ月事業者さま試験等1〜2カ月
系統連系から余⼒活⽤契約締結まで７〜８か月程度系統連系から余⼒活⽤契約締結まで７〜８か月程度
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新規電源で余⼒活⽤契約締結までの出⼒制御について

※連系する系統が混雑系統か不明な場合は以下をご確認ください
https://www.tepco.co.jp/pg/consignment/system/keitoukonzatu/index-j.html

新設等申込

系統連系開始 確認試験等

余⼒活用契約開始

⽅式Bによる制御
※調整⼒指令へ出⼒制御信号を包含

電話連絡・個別調整等による出⼒制御電話連絡・個別調整等による出⼒制御 オンラインによる出⼒制御オンラインによる出⼒制御

＜イメージ＞

発電量調整供給契約等

オフラインによる制御︓
⽅法Ｂによる制御︓

出⼒制御指令による制御︓

出⼒制御回線等を構築済みの場合は
出⼒制御指令による制御になります

 前スライドのとおり、出⼒制御の通信回線および出⼒制御機能付PCS等が不要な場合にお
いて、余⼒活用契約の締結までに優先給電ルールによる出⼒制御が必要となった場合は、
事業者マイページに登録いただいた連絡先へ出⼒制御の連絡をいたします

 また、連系している系統が混雑系統※の場合、当社から個別（混雑が⾒込まれる場合はパ
ターン運転を実施等）により調整いただく場合があります

 出⼒制御回線を構築済みの場合は、オンラインによる出⼒制御指令を⾏います
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新規電源で余⼒活⽤契約を取りやめる場合

新設等申込

系統連系開始 確認試験等

系統連系
停止電話連絡・個別調整等による

出⼒制御
電話連絡・個別調整等による

出⼒制御 オンラインによる出⼒制御オンラインによる出⼒制御

発電量調整供給契約等 発電量調整供給契約等

出⼒制御指令による制御
※調整⼒指令と別に出⼒制御信号を受信

・基準が満たせず契約不可となった
・予定していた余⼒活用契約の申込みを取りやめた

 ノンファーム型接続電源等、出⼒制御のオンライン化が必須となる電源で、予定していた余
⼒活用契約の締結を取りやめる場合、または調整⼒としての基準を確認試験等で満たせな
かった場合は、出⼒制御の通信回線および出⼒制御機能付PCS等の構築が完了するまで
は系統連系をお断りさせていただきます

 出⼒制御指令に関わる技術協議から実施が必要であり、連系電圧に応じて相応の期間が
必要となりますのでご留意ください

出⼒制御回線の設備等の構築

＜イメージ＞ オフラインによる制御︓
⽅法Ｂによる制御︓

出⼒制御指令による制御︓

技術協議
設備等準備
対向試験(66kV以上)

技術協議
設備等準備
対向試験(66kV以上)等

【出⼒制御回線の設備等の構築】
・出⼒制御に関わる事業者さまの設備準備、連系電圧に応じた回線構築が必要
・連系電圧が66kV以上の場合:対向試験が必要 （技術協議完了後、対向試
験の⽇程調整〜試験完了まで標準的に1~2ヶ⽉程度を要す）
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既設電源で余⼒活⽤契約を締結する場合

余⼒活用契約締結

オンラインによる出⼒制御オンラインによる出⼒制御オンラインによる出⼒制御オンラインによる出⼒制御

出⼒制御指令による制御
※調整⼒指令と別に出⼒制御信号を受信

⽅式Bによる制御
※調整⼒指令へ出⼒制御信号を包含

 系統連系済みのノンファーム型接続電源等、出⼒制御のオンライン化が必須となる電源で
専用線オンラインによる余⼒活用契約を開始する場合、⽅法Ｂ※による制御を⾏います

 既に出⼒制御の通信回線および出⼒制御機能付PCS等が構築済みの場合も、専用線
オンラインでの制御指令となります

※余⼒活用契約の指令と出⼒制御の指令を専用線オンラインでまとめて指令をおこなう

発電量調整供給契約等

＜イメージ＞ オフラインによる制御︓
⽅法Ｂによる制御︓

出⼒制御指令による制御︓
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既設電源で余⼒活⽤契約を廃⽌する場合

余⼒活用契約開始

余⼒活用契約廃止

オンラインによる出⼒制御オンラインによる出⼒制御 オンラインによる出⼒制御オンラインによる出⼒制御
出⼒制御指令による制御
※調整⼒指令と別に出⼒制御信号を受信

⽅式Bによる制御
※調整⼒指令へ出⼒制御信号を包含

余⼒活用契約の廃止までに出⼒
制御回線等を構築いただきます

 ノンファーム型接続電源等、出⼒制御のオンライン化が必須となる電源で専用線オンラインに
よる余⼒活用契約を締結している場合は、余⼒活用契約の廃止をする際に出⼒制御の通
信回線および出⼒制御機能付PCS等の構築が必要となります

 出⼒制御の通信回線および出⼒制御機能付PCS等が構築できない場合、系統連系をお
断りさせていただきますので、余⼒活用契約を廃止する際は余裕をもってお申込みください

発電量調整供給契約等

＜イメージ＞ オフラインによる制御︓
⽅法Ｂによる制御︓

出⼒制御指令による制御︓

技術協議
設備等準備
対向試験(66kV以上)

技術協議
設備等準備
対向試験(66kV以上)等

【出⼒制御回線の設備等の構築】
・出⼒制御に関わる事業者さまの設備準備、連系電圧に応じた回線構築が必要
・連系電圧が66kV以上の場合:対向試験が必要 （技術協議完了後、対向試
験の⽇程調整〜試験完了まで標準的に1~2ヶ⽉程度を要す）
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まとめ

※連系電圧が66kV以上の場合は、弊社にて専用線を構築し、必要により⼯事費負担⾦を貰い受けます

出⼒制御機能付
PCS等の構築

出⼒制御回線の構築
（専用線またはインターネット）連系電圧下げ余⼒活用契約

（一次のみを除く）

必要

必要
（弊社にて出⼒制御指令用の専用線を構築し、必要により⼯事費負担

⾦を貰い受けます）
66kV以上

なし
必要

（事業者さまにてインターネット回線をご用意ください）66kV未満

不要不要
66kV以上

あり
66kV未満

 原則として、ノンファーム型接続等、連系する上で出⼒制御のオンライン化が必須となっている
電源は、事業者さま側にて出⼒制御の通信回線※および出⼒制御機能付PCS等の構築を
していただく必要があります

 ただし、弊社エリアにおいて専用線オンラインを構築する場合に、 「下げ調整の余⼒活⽤契
約(一次のみを除く)を締結する電源」は、２スライド記載の「調整⼒指令の「出⼒値制御」
信号の１つにまとめて送受する実装⽅法（⽅法B）」を採用することから、事業者さま側での
出⼒制御回線および出⼒制御機能付PCS等の構築は不要となります

 そのため、専用線オンライン構築申込時に余⼒活用契約の締結予定および締結予定時期、
出⼒制御回線および出⼒制御機能付PCS等の構築要否を確認させていただきます。また、
申込以降に変更が⽣じた場合は、需給契約・料⾦業務Gへご連絡をお願いいたします。
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改定履歴
• ２０２５年 ２⽉ 初版
• ２０２６年 １⽉ 改定

• ノンファーム型接続電源等の出⼒制御のオンライン化が必要な対象電源について追加
（Ｐ１、２）

• 余⼒活用契約の新規締結時や契約解除（廃止）時における出⼒制御の対応⽅針を追加
（Ｐ６〜１０）

• ２０２６年 7⽉ 改定
• 専用線オンライン申し込み以降の余⼒活用契約の締結等の変更時の連絡先の修正
• 余⼒活用契約の有無等による指令受信設備の実装⽅法の説明資料を更新
（Ｐ３）


